迅速な災害対応には状況把握が必要

　災害時における被災した浄化槽や住民からの問合せに対する対応は、迅速性が求められる場合が多い。災害が広域に及ぶ場合、地域により被害状況や問合せの件数が異なってくる。このような場合、地域ごとに被害の程度、被害を受けた浄化槽の基数等を予想し、避難所等の災害対応施設及び住民が生活を再開する地域を優先して、関係する業者等と必要な調整と実施が求められる。このような対応が迅速に行えるよう関係者との役割分担等の取決め(協定の締結等)の準備が不可欠である。
　地域ごとの浄化槽の被害に関しては、浄化槽台帳から想定した地域ごと浄化槽の設置基数や処理対象人員等の情報を集計した結果を活用することが有効であるが、地域の設定を浄化槽台帳の住所から選択する作業は時間を要することもあると考えられる。このような場合、地図上に例えば浸水のエリアや震度のデータを照らし合わせ、対応の緊急度や必要人員等をレベル分けして地図上に範囲を設定し、設置基数等の必要な情報を整理できると迅速かつ適正な対応が実施できるものと考えられる。また、このように行政担当者が空間イメージを有しながら、迅速かつ効果的な対応が行えるシステムは、通常時の業務においても有用なツールとなる。
すなわち、災害対応から通常業務に至るまで浄化槽台帳の情報を活用することが求められ、GISを取り入れICT化された台帳システムを導入することが望ましい。
[ GIS情報を現地と連携・情報共有する例 ]
[image: image1.emf][image: image2.emf][image: image3.png]




携帯電話


回線等





� EMBED Unknown  ���





携帯電話


回線等








_1580892355.psd

